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 ② 団地現況・土地条件図 

 ・団地の中央を通る道路に分断され、敷地形状は南北に細長い長方形となっています。 

 ・ 東西の敷地の奥行きは約31ｍ、約34ｍであり、西南西向きの住棟と両側駐車場を並

列して配置することは困難です。 

 ・ 団地中央の道路は南下がりであり、団地内や南側隣接地との境界に擁壁（間知ブロ

ック積）が設置されています。南側隣地の建物は擁壁に近接して建設されているた

め、擁壁の改修等が必要となった場合は、難しい工事となると予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

擁壁（間知ブロック積） 

南側隣地が1.5ｍ程度低い。 

建物が擁壁に近接して建設

されている 

擁壁により、１ｍ程度

の段差がある 

擁壁により、1.5ｍ程度

の段差がある 

ほぼ平坦だが、道路からの

出入り口部分がスロープに

なっている。 

0.5ｍ程度の擁壁。 

東側ブロックに比べると

宅盤の高低差は小さい 

LPG 庫 

建築基準法に基づく指定道路 

 １号道路 
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 ③ 建替整備イメージ 

●配置の考え方 

 ・ 目標戸数（約46戸）を確保するため、ＲＣ造３階建てで検討します。 

 ・ 住戸の居住性確保や配置の合理性を考慮し、南南西向きの平行配置とします。各棟

にエレベーターを設置すると維持管理コストが過大となるため、２棟を渡り廊下で

接続し、エレベーターは各ブロックに１基ずつとします。 

 ・住棟や駐車場は現況宅盤への整備を原則とします。２棟を渡り廊下で接続するため、

各階の共用廊下のレベルは揃える必要がありますが、各棟の接地レベルは現況宅盤

を原則とし、宅盤～１階の共用廊下までの高さで調整するものとします。なお、住

棟が既存擁壁にかかる部分は、造成での対応（おそらく開発行為に該当する）と住

棟での対応のどちらが合理的かを比較して設定するものとします。 

 ・住戸数を確保するため集会所は別棟とし、各棟のエレベーターホールと同レベルと

なる敷地北側に配置します。 

●供給処理施設 

 ・公共下水の共用区域に含まれていないため、合併処理浄化槽を設置する必要があり

ます。設置位置は、敷地のレベルが低い南側の敷地端部とします。 

 

配置計画案 

S=1：1,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  既存擁壁（間知ブロック積） 

安全性に問題がないことを確認の上、

原則継続使用とする。 

合併処理浄化槽の設置 

住棟を渡り廊下で接続

し、エレベーターは各ブ

ロック 1 基とする。 

１段低い南側の駐車場から

エレベーターホールへはス

ロープでアクセスする。 

住棟のエレベーターホールと同レ

ベルとなる宅盤に集会所や広場等

を配置する。 
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計画諸元 

 西ブロック 東ブロック 計 

敷地面積 2,089㎡ 2,547㎡ 4,636㎡ 

計画戸数 18 戸 24 戸 42 戸 

駐車台数 23台 24台 47台 

敷地面積は、図上求積による 

南側より見る 南東側より見る 

北東上部より見る 

北西側より見る 
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（４）江津東地域の建替事業イメージ 

 

 ① 建替対象団地の諸元・法規制 

団地名 浅利曙団地 

地名・地番 浅利町353-47 

敷地面積 7,141㎡ 

用途地域（建ぺい率/指定容積率） 用途地域の指定のない区域（70％/200％） 

高さ 

制限 

道路斜線 適用距離：20ｍ、勾配：1.5 

隣地斜線 立上り：31ｍ、勾配：2.5 

日影規制 規制なし 

防火地域 指定なし 

基準法22条区域 指定なし 

備考 ５棟（60戸）の内、２棟（24戸）を建替 

 

 ② 団地現況・土地条件図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

  

 

３号棟用駐車場 

建替住棟の配置によっ

ては再配置を検討 

合併処理浄化槽

の再整備検討 

３～５号棟は、必要な

改善を行って継続使用 

建築基準法に基づく指定道路 

 １号道路 



 

 

35 

 ③ 建替整備イメージ 

  30年以内での建替は１，２号棟部分のみですが、2055年度以降に耐用年限を迎える３

～５号棟の建替を行って40戸程度とするため、２段階での整備のイメージを示します。 

第１段階（2035(R17)～2044(R26)年） １，２号棟建替 

●配置の考え方 

 ・ 当面は３～５号棟を継続使用し、将来的には３～５号棟を建替えて40戸程度の団地

とすることを考慮して１，２号棟の建替を行います。 

 ・３～５号棟は階段室型の３階建て住棟で、住戸の間取りは３ＤＫ（約66㎡）です。

エレベーターがない３階住戸は高齢者等には敬遠される可能性もあるため、１～２

階住戸と建替住棟を合わせて40戸程度となるよう建替住棟は20戸程度とし、単身高

齢者等が居住できる小型住戸を中心に整備します。 

■配置計画案 

S=1：1,500 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

南西側より見る 南東側より見る 

北東側より見る 北西側より見る 

合併処理浄化槽 

更新を検討 建替住棟 

計画諸元 

 既存 第 1 段階 計 

敷地面積 3,970 ㎡ 2,663 ㎡ 6,633 ㎡ 

計画戸数 36 戸 20 戸 56 戸 

駐車台数 24 台 35 台 59 台 

敷地面積は、図上求積による 
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第２段階（2055(R37)年以降） ３～５号棟建替 

●配置の考え方 

 ・ ３号棟を除却して20戸程度の住棟を整備します。全住戸の面積が66㎡程度の３～５

号棟とバランスをとるため、第１段階の建替住戸が小型住戸主体となるため、第２

段階の建替住戸はファミリー向けを主体として団地全体での型別配分のバランス

に考慮します。 

 ・ 現況60戸の団地を約40戸に縮小するため、余剰地を創出することも可能です。なお、

計画戸数や整備する住宅の種別、余剰地の活用方法等は、将来時点の需要に応じて

適宜調整するものとします。 

■配置計画案 

S=1：1,500 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

南西側より見る 南東側より見る 

北東側より見る 北西側より見る 

自転車置き場 

日照が確保できる位置に設置する

と屋根に太陽光発電を設置できる 

計画諸元 

 第1段階 第２段階 計 

敷地面積 2,663 ㎡ 3,970 ㎡ 6,633 ㎡ 

計画戸数 20 戸 20 戸 40 戸 

駐車台数 35 台 12 台 47 台 

第２段階の敷地面積は、余剰地（1,151 ㎡）

を含む 

敷地面積は、図上求積による 

  第１段階建替エリア 

  第２段階建替エリア 
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７．ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

（１）ライフサイクルコスト算出の目的 

改善事業を実施するか建替事業を実施するかを判断する際にライフサイクルコスト（以

下、ＬＣＣ）を比較するため、また、予防保全的な計画修繕等の計画的な実施により市営

住宅の長寿命化を図り、ＬＣＣの縮減につなげることを目的として、ＬＣＣとその縮減効

果を算出します。 

ＬＣＣとその縮減効果の算出対象は、国指針に基づき、以下の①または②に該当する全

ての団地とします。 

 

① 計画期間内に長寿命化型改善事業を実施予定の団地（ＬＣＣ縮減効果の算出） 

② 計画期間に建替事業を実施予定の団地（ＬＣＣの算出） 

 

（２）ライフサイクルコスト算出の考え方 

   ①ＬＣＣ縮減効果算出の考え方 

下図のように、長寿命化型改善事業を実施する場合、実施しない場合、それぞれに

ついて評価期間に要するコストを算出し、住棟単位で年当たりのコストを比較しま

す。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

建設費 

LCC（計画前） 

評
価
期
間

 

�
改

善
非

実
施
�



 

評価期間（改善非実施）Ａ 

（改善を実施せず A 年間使用） 

建設時点 現時点 

建
設
費

 

 

除却費 B 

建設費 

LCC（計画後） 

評
価

期
間

 

�
改
善
実

施
�
�

 

現時点 

評価期間（改善実施）Ｂ 

（改善を実施して B 年間使用） 

長寿命化型 

改善 

建設時点 

改善費 

除却費 A 

建
設

費
 

年平均 

費用

年平均 

費用 B 

年平均 

費用 A 

年平均 

費用 B 

毎年度の 

改善額 

― ＝ 

除
却
費



 

除
却
費

�
 

修繕費Ａ 

修繕費Ｂ 

修繕費Ａ 

修繕費Ｂ 

現在価値化＊１ 

現在価値化＊１ 

改
善
費

 

÷ 

÷ 

  ＊１ 現時点以後、将来に発生するコスト（将来の修繕、除却コス

ト）については、社会的割引率（４％）を適用し現在価値化 

  A：50 年間 B：70 年間 
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下表の「ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後）」がプラスになっていれば「縮減効果が

ある」と判断されます。 

 

ＬＣＣの縮減効果＝ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後）〔単位 千円/棟・年〕 

ＬＣＣ（計画前）＝（建設費＋修繕費＋除却費）／評価期間（改善非実施） 

ＬＣＣ（計画後）＝（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）／評価期間（改善実施） 

 

 

 ②ＬＣＣ算出の考え方 

建替事業を実施する公営住宅等を対象としたＬＣＣ算出の基本的な考え方は次のとお

りです。 

 

ＬＣＣ＝（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）〔単位 千円/棟・年〕 

 

・建設費：当該住棟の建設時点に投資した建設工事費 

・改善費：想定される管理期間における改善工事費の見込み額から修繕費相当額を控除

（改善事業を実施することにより不要となる修繕費を控除）した額（※） 

・修繕費：管理期間における修繕工事費の見込み額（※）。長期修繕計画で設定している

標準的な修繕項目・周期等に基づき修繕費を算定する。典型的な修繕計画モデルから得

られる修繕費乗率を建設費に乗じて算定される累積修繕費で代用。 

・除却費：想定される管理期間が経過した後の除却工事費の見込み額（※） 

 

※現時点以後、将来に発生するコスト（将来の改善費、修繕費、除却費）については、社会的割引率

（４％）を適用して現在価値化する。現在価値化の算出式は次のとおり。 

 

現時点以後の経過年数ａ年におけるｂの現在価値＝ｂ×ｃ 

ａ：現時点以後の経過年数 

ｂ：将来の改善費、修繕費、除却費 

ｃ：現在価値化係数 ｃ＝１÷（１＋ｄ）＾ａ 

ｄ：社会的割引率（0.04（４％）） 
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（３）ライフサイクルコストの算出結果 

 

①建替事業のＬＣＣ 

 ・ 計画期間中に建替事業に着手する団地・住棟のライフサイクルコストは下表のとお

りです。 

 

     ■建替事業のライフサイクルコスト 

 

 

 

 

 

 

②長寿命化型改善事業のＬＣＣ縮減効果 

 ・ 外壁改修、屋上防水等の改善事業を計画している住宅のＬＣＣの年平均の縮減額を

下表に示します。これをみると、916～4,983千円／年・棟となっており、棟によっ

てばらつきはありますが、すべてプラスとなっています。 

 ・ このことから、対象住棟の長寿命化型改善にはＬＣＣの縮減効果があると判断でき

ます。 

 

     ■団地別ライフサイクルコスト縮減効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

団地 号棟  LCC縮減効果（千円/年・棟）

江津中央団地 2号棟 1,553

3号棟 2,245

4号棟 4,983

5号棟 2,269

浅利曙団地 1号棟 924

2号棟 916

3号棟 1,015

4号棟 1,020

5号棟 1,013

団地名 住棟名

敬川団地 新１号棟 5,866

新２号棟 7,821

LCC（千円/年・棟）
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８．長寿命化のための事業実施予定一覧 
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【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅

特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅

法定点検
法定点検に

準じた点検

敬川団地 1号棟 6 簡二 S46 － R10

敬川団地 4号棟 6 簡二 S46 － R10
新１号棟 現地建替

敬川団地 3号棟 6 簡二 S47 － R10 5,866 (2期住棟)

敬川団地 4号棟 6 簡二 S48 － R12
新２号棟

中層：42戸

敬川団地 5号棟 6 簡二 S48 － R12 7,821

敬川団地 6号棟 6 簡二 S47 － R12

敬川団地 7号棟 6 簡二 S49 － R12

跡市団地 4 簡平 S59 － － 用途廃止

浅利団地 1号棟 4 簡平 S44 － － 用途廃止

浅利団地 2号棟 4 簡平 S44 － － 用途廃止

浅利団地 3号棟 4 簡平 S44 － － 用途廃止

浅利長者原団地 1棟 4 簡平 S45 － － 用途廃止

渡団地 4 簡二 S47 － － 用途廃止

市山団地 1号棟 3 簡二 S53 － － 用途廃止

市山団地 2号棟 3 簡二 S53 － － 用途廃止

今田災害特別団地 1棟 1 木造 S58 － － 用途廃止

三田地災害特別団地 1棟 1 木造 S58 － － 用途廃止

江尾1号棟団地 4 簡二 S58 － － 用途廃止

江尾2号棟団地 4 簡平 S62 － － 用途廃止

定住小田中団地 1棟 1 木造 H4 － － 用途廃止

定住小田中団地 2棟 1 木造 H4 － － 用途廃止

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度

江津市

LCC

（千円/年）

その他（　　　　　　　　　　）

次期点検時期

備考
新規又は建

替整備予定

年度
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【

様
式

３
】

共
同

施
設

に
係

る
事

業
の

実
施

予
定

一
覧

（
集

会
所

・
遊

具
等

）

公
営
住

宅
特
定

公
共

賃
貸

住
宅

地
優

賃
（

公
共
供

給
）

改
良
住
宅

そ
の

他
（

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）

法
定

点
検

法
定

点
検

に
準

じ
た

点
検

R
7

2
0
2
5

R
8

2
0
2
6

R
9

2
0
2
7

R
1
0

2
0
2
8

R
1
1

2
0
2
9

R
1
2

2
0
3
0

R
1
3

2
0
3
1

R
1
4

2
0
3
2

R
1
5

2
0
3
3

R
1
6

2
0
3
4

浅
利
曙
団
地

集
会
所

S
6
1

-
R
7

事
業
予
定
な
し

江
津
中
央
団
地

集
会
所

H
1
9

-
R
7

外
壁

(
長

寿
命

)

　
事
業

主
体

名
：

備
考

維
持
管
理
・
改
善
事
業
の
内
容

団
地
名

共
同
施
設
名

建
設
年
度

次
期

点
検

時
期

江
津
市

　
住
宅

の
区

分
：
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巻末 

用語集 

  

用語 解説 

さ

行 

再生可能エネルギー 

 

太陽光、風力その他非化石エネルギー源のうち、永続的に利

用することができると認められるもの。 

住宅確保要配慮者 

 

低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子育て世帯、外国人等

の住宅の確保に配慮が必要な方のこと。 

収入分位 

 

世帯の政令月収（政令の規定に基づき、年間粗収入から、給与

所得控除、配偶者控除、扶養親族控除等を行ったうえで月収換

算することにより算定したもの）の低い方から高い方へ順に

並べた下表の８区分のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策空家 

 

公営住宅のうち、建替えや公営住宅として管理することを廃

止する等の理由で、募集・入居を停止している住戸。 

た

行 

耐用年限 

 

公営住宅法で構造別に定められている耐用年数のこと。 

は

行 

バリアフリー 

 

多様な人が社会に参加する上での障壁（バリア）をなくすこ

と。社会生活に参加する上で生活の支障となる物理的な障害

や、精神的な障壁を取り除くための施策、または具体的に障

害を取り除いた事物および状態。 

ら

行 

ライフサイクルコスト 

（Life cycle cost） 

建設から解体に至るまでの総費用（生涯費用）を示すもの。 

 

 

  

 収入分位 政令月収（円） 

一般世帯 

（原則階層） 

Ⅰ分位 0～104,000 

Ⅱ分位 104,001～123,000 

Ⅲ分位 123,001～139,000 

Ⅳ分位 139,001～158,000 

裁量階層 
Ⅴ分位 158,001～186,000 

Ⅵ分位 186,001～214,000 

 Ⅶ分位 214,001～259,000 

Ⅷ分位 259,001～ 




